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世田谷区個人情報保護条例（案） 

 

世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

（目的） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号。以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるとともに、区における個人情報の適正な取扱いについて必要

な事項を定めることにより、区民の基本的人権の擁護と信頼され

る区政の実現を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において「実施機関」とは、区長、教育委員会、

選挙管理委員会、監査委員及び農業委員会をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例で使用する用語は、法及

び個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７

号。以下「政令」という。）で使用する用語の例による。 

 

表現の精査 

 

（実施機関等の責務） 

第３条 実施機関は、個人情報を収集し、管理し、又は利用し、若

しくは提供するに当たっては、区民の基本的人権を尊重するとと

もに、個人情報の保護を図るため必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 区は、法第６６条に規定する措置を行うため、規則で定めると

ころにより必要な基準を整備しなければならない。 

 

表現の精査（第２項の

基準の整備は実施機関

ごとでなく、区として

一括で行う。） 
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世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

（世田谷区情報公開・個人情報保護審議会への意見聴取等） 

第４条 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合におい

て、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づ

く意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、世田谷区情

報公開・個人情報保護審議会条例（平成４年３月世田谷区条例第

３号）第１条に規定する審議会（以下「審議会」という。）の意

見を聴くものとする。 

（１）この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

（２）前条第２項に規定する基準を策定し、又は改廃しようとする

場合 

（３）前２号に掲げるもののほか、個人情報の取扱いに関する運用

上の細則を定めようとする場合 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、審

議会にその報告をするものとする。 

（１）法第６６条に規定する措置その他個人情報保護に関する取組

のうち規則で定めるものを行った場合 

（２）法第６８条第１項の規定により個人情報保護委員会に保有個

人情報の漏えい等について報告した場合 

 

表現の精査（「規則で定

める」の範囲の明確化

（第２項第１号）等） 

（総括個人情報保護管理者の設置等） 

第５条 区は、個人情報の適正な管理及び保護に関する事務を総括

するため、総括個人情報保護管理者を置くものとする。 

２ 総括個人情報保護管理者は、個人情報の適正な管理及び保護の

実施を図るため、職員の研修等必要な措置を講じなければならな

い。 

３ 実施機関は、個人情報の適正な管理及び保護の実施を図るた

め、個人情報保護管理者を設置しなければならない。 

４ 個人情報保護管理者は、その職務を補佐する者として、個人情

報保護担当者を指定し、保有個人情報の管理及び保護に関する事

務を担当させるものとする。 

５ 区は、個人情報の管理の状況について監査するため、個人情報

保護監査責任者を置くものとする。 

 

表現の精査（「区」を主

語に変更した（第１項

及び第５項）。また、「安

全」と「保護」で意味が

重複するため、「安全保

護」から「保護」へ変更

した（第１項から第３

項まで）。） 

 

個人情報の保護体制の

全体像を示すため、個

人情報保護担当者につ

いても規定することと

した（第４項）。 
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世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

（条例要配慮個人情報） 

第６条 法第６０条第５項の条例で定める記述等は、次に掲げる記

述等とする。 

（１）国籍についての記述等 

（２）世田谷区多様性を認め合い男女共同参画と多文化共生を推進

する条例（平成３０年３月世田谷区条例第１５号。次号におい

て「多様性条例」という。）第２条第６号に規定する性的マイ

ノリティについての記述等 

（３）多様性条例第２条第７号に規定するドメスティック・バイオ

レンスについての記述等 

 

新たに条例要配慮個人

情報に関する規定を設

けた。 

 

【参考】 

要配慮個人情報（法第

２条第３項）…人種、信

条、社会的身分、病歴、

犯罪歴等 

（条例個人情報ファイル簿） 

第７条 実施機関は、その保有する法第７４条第２項第９号に掲げ

る個人情報ファイルについて、それぞれ同条第１項第１号から第

７号まで、第９号及び第１０号に掲げる事項その他政令で定める

事項並びに記録情報に条例要配慮個人情報が含まれているとき

は、その旨を記載した帳簿（次項において「条例個人情報ファイ

ル簿」という。）を作成し、公表しなければならない。 

２ 法第７５条第２項及び第３項の規定は、条例個人情報ファイル

簿の作成及び公表について準用する。この場合において、同条第

２項第１号中「前条第２項第１号から第１０号まで」とあるのは、

「前条第２項第１号から第８号まで及び第１０号」と読み替える

ものとする。 

 

新たに１，０００人未

満の個人情報ファイル

について、個人情報フ

ァイル簿と同等の内容

の帳簿を条例個人情報

ファイル簿として作

成・公表する規定を設

けた。 
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世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

（開示決定等の期限） 

第８条 開示決定等は、開示請求があった日から１５日以内にしな

ければならない。ただし、法第７７条第３項の規定により補正を

求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算

入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その

他正当な理由があるときは、同項に規定する期間を１５日以内に

限り延長することができる。この場合において、実施機関は、開

示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面

により通知しなければならない。 

３ 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請

求があった日から３０日以内にその全てについて開示決定等を

することにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある

場合には、前２項の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求に

係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示

決定等をし、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示

決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関は、第１項

に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面

により通知しなければならない。 

（１）この項を適用する旨及びその理由 

（２）残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

 

表現の精査 

（開示請求に係る手数料及び費用負担） 

第９条 法第８９条第２項の規定により納付しなければならない

手数料の額は、無料とする。 

２ 保有個人情報の写しの作成及び送付に要する費用は、開示請求

者の負担とする。 

３ 前項の費用については、区長が別に定める。 
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世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

（訂正決定等の期限） 

第１０条 訂正決定等は、訂正請求があった日から１５日以内にし

なければならない。ただし、法第９１条第３項の規定により補正

を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に

算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その

他正当な理由があるときは、同項に規定する期間を１５日以内に

限り延長することができる。この場合において、実施機関は、訂

正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面

により通知しなければならない。 

３ 実施機関は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるとき

は、前２項の規定にかかわらず、相当の期間内に訂正決定等をす

れば足りる。この場合において、実施機関は、第１項に規定する

期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知

しなければならない。 

（１）この項を適用する旨及びその理由 

（２）訂正決定等をする期限 

 

表現の精査 

（利用停止決定等の期限） 

第１１条 利用停止決定等は、利用停止請求があった日から１５日

以内にしなければならない。ただし、法第９９条第３項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当

該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その

他正当な理由があるときは、同項に規定する期間を１５日以内に

限り延長することができる。この場合において、実施機関は、利

用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を

書面により通知しなければならない。 

３ 実施機関は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めると

きは、前２項の規定にかかわらず、相当の期間内に利用停止決定

等をすれば足りる。この場合において、実施機関は、第１項に規

定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項を書面

により通知しなければならない。 

（１）この項を適用する旨及びその理由 

（２）利用停止決定等をする期限 

 

表現の精査 

（実施状況の公表） 

第１２条 区長は、毎年１回、実施機関による保有個人情報の管理

等の状況を取りまとめ、公表しなければならない。 
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世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

（国等への要請） 

第１３条 区長は、個人情報の保護を図るため必要があると認める

ときは、国、他の地方公共団体等に対し、適切な措置をとるよう

要請するものとする。 

 

表現の精査（素案では

要請先として記載して

いた個人情報保護委員

会は国の機関であり、

「国」と重複していた

ため削除した。） 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、規則で定める。 

 

表現の精査 

附則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 



7 

世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

（経過措置） 

第２条 次に掲げる者に係るこの条例による改正前の世田谷区個

人情報保護条例（以下「旧条例」という。）第３条第２項及び第

１３条第２項の規定による職務上又はその業務に関して知り得

た旧条例第２条第４号に規定する個人情報等（以下「旧個人情報

等」という。）をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前

の例による。 

（１）この条例の施行の際、現に旧条例第２条第２号に規定する実

施機関（以下「旧実施機関」という。）の職員である者又はこ

の条例の施行前において旧実施機関の職員であった者のうち、

この条例の施行前において旧個人情報等の取扱いに従事して

いた者 

（２）この条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報等の取

扱いの委託を受けた業務に従事していた者 

２ この条例の施行の日前に旧条例第１９条、第２９条又は第３６

条の規定による請求がされた場合における当該請求に係る手続

については、なお従前の例による。 

３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前に

おいて旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記

録された旧条例第２条第７号に規定する電子個人情報ファイル

（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）をこ

の条例の施行後に提供したときは、２年以下の懲役又は１，００

０，０００円以下の罰金に処する。  

（１）この条例の施行の際、現に旧実施機関の職員である者又はこ

の条例の施行前において旧実施機関の職員であった者 

（２）第１項第２号に掲げる者 

４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の

施行前において旧実施機関が保有していた旧条例第２条第７号

に規定する保有個人情報等をこの条例の施行後に自己若しくは

第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、

１年以下の懲役又は５００，０００円以下の罰金に処する。 

５ この条例の施行により旧条例の規定がその効力を失う前にし

た違反行為の処罰については、その失効後も、なお従前の例によ

る。 

６ この附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合

におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いては、なお従前の例による。 

 

新たに旧条例から新条

例に切り替える際の経

過措置に関する規定を

設けた。 

①旧条例時に業務上知

り得た個人情報を適

切に取り扱う義務を

条例切替後も継続 

②条例切替前に行われ

た開示請求等は旧条

例により処理 

③条例切替前の保有個

人情報を条例切替後

に不適切に提供した

場合に適用する罰則 

④条例切替前の保有個

人情報を条例切替後

に不正な利益目的で

提供等した場合に適

用する罰則 

⑤旧条例違反行為への

旧条例の適用 

⑥旧条例違反による罰

則の効力の継承 
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世田谷区個人情報保護条例（案） 
（素案）からの 

変更点に係る説明 

【素案から削除した条項】 

（開示請求の手続） 

第６条 法第７６条の規定に基づき開示請求をしようとする者は、

実施機関に対して法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、規

則で定める事項を記載した開示請求書を提出しなければならな

い。 

（訂正請求の手続） 

第９条 法第９０条の規定に基づき訂正請求をしようとする者は、

実施機関に対して法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、規

則で定める事項を記載した訂正請求書を提出しなければならな

い。 

（利用停止請求の手続） 

第１１条 法第９８条の規定に基づき利用停止請求をしようとす

る者は、実施機関に対して法第９９条第１項各号に掲げる事項の

ほか、規則で定める事項を記載した利用停止請求書を提出しなけ

ればならない。 

 

国の示した請求書の標

準様式を精査した結

果、区として独自の記

載事項を設ける必要が

ないことが判明したた

め、区として独自の記

載事項を設けるとした

各規定を削除した。 

 


